
法務省

平成25年度 
政策別コスト情報・ 

省庁別財務書類の概要 



（留意事項） 
 
○本書における計数は，単位未満切り捨てのため，合計
額が一致しないことがあります。 
 
○単位未満の計数がある場合には「０」で表示し，該当計
数が皆無の場合には「－」で表示しています。 



　 法務省の任務（法務省設置法第３条）

　［法務省の組織及び定員］

法務省は，基本法制の維持及び整備，法秩序の維持，国民の権利
擁護，国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理並びに出
入国の公正な管理を図ることを任務とする。

法務省の任務と組織等の概要 

公安審査委員会（4人）

検察庁（11,796人）

公安調査庁（1,526人）

法務局（9,190人）

(特別会計を含む)

法務本省（812人）

 (特別職を含む)

更生保護官署（1,735人） 矯正官署（23,512人）

(特別会計を含む) (矯正研修所を含む)

地方入国管理官署（3,759人）

法務総合研究所（85人）

※　（　　）内の数字は、平成25年度末における予算定員である。

刑事施設視察委員会

検察官・公証人特別任用等審査会

保 護 観 察 所

刑 務 所

少 年 刑 務 所

入 国 者 収 容 所

矯 正 局

地方更生保護委員会

拘 置 所

地 方 法 務 局

大

臣

政

務

官

司法試験委員会

秘書課

人事課

会計課

施設課

訟務部門

厚生管理官

司法法制部

人 権 擁 護 局

地 方 入 国 管 理 局

法

務

大

臣

公 安 審 査 委 員 会

公 安 調 査 庁

高 等 検 察 庁

地 方 検 察 庁

副

大

臣

大 臣 官 房 最 高 検 察 庁

公安調査庁研修所

区 検 察 庁

法 務 局

婦 人 補 導 院

少 年 鑑 別 所

矯 正 管 区

少 年 院

公 安 調 査 局

公安調査事務所

矯 正 研 修 所

保護司選考会

検察官適格審査会

法 務 総 合 研 究 所

事

務

次

官

民 事 局

刑 事 局

保 護 局

入 国 管 理 局

法制審議会

中央更生保護審査会

日本司法支援センター評価委員会
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法務省における政策評価は，所管する政策について，適時にその政
策効果を把握し，必要性，効率性，有効性等の観点から，自ら評価を
行い，その結果を公表するとともに，これを政策の企画立案や政策に
基づく的確な実施に反映させることにより，国民に対する説明責任を徹
底し，国民本位で効率的な質の高い成果重視の行政を実現することを
目的とする。

～政 策 評 価 の 目 的～ 
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　　　【各政策における事業概要】

　①　基本法制の維持及び整備

　 （主な取組事項）

　②　司法制度改革の成果の定着に向けた取組

　 （主な取組事項）

　③　法務に関する調査研究

　 （主な取組事項）

　　　 事前規制型社会から事後チェック・救済型社会への転換，社会経
　  済構造の変革に対応した基本法制の維持及び整備を行う。

　　 ができる刑事基本法制の整備

　　　 事前規制型社会から明確なルールと自己責任原則に貫かれた事
　　後チェック・救済型社会への転換を図り，司法の機能を充実強化す

 　 総合的・実証的な調査研究を行う。

　　　 時代の要請に適応した基本法制等に資するための，法務に関す
　　る総合的・実証的な調査研究

        情報化・国際化等の取引社会の変化に対応した民事基本法制の
     整備及び社会経済情勢を反映した犯罪事象に的確に対応すること

　　る。

　　　 弁護士及び弁護士法人並びに司法書士その他の隣接法律専門
    職者のサービスを受けられるようにするための総合的な支援の実施
    及び体制整備の充実強化

　　　 時代の要請に適応した基本法制等に資するよう，法務に関する

～各政策における事業概要～ 
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　④　検察権の適正迅速な行使

　  個人及び公共の福祉を図る。

　 （主な取組事項）

　⑤　矯正処遇の適正な実施

　 （主な取組事項）
　　　 研修，訓練等を通じて職員の職務執行力の向上を図るとともに，
　  各種警備用機器整備・開発の推進及びその効率的な活用　　　　　　　　　　　　　　

　⑥　更生保護活動の適切な実施

　　図るとともに，犯罪の予防を目的とした国民の活動を促進する。

　 （主な取組事項）
　　　 心身喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対する地域社
　　会における処遇の適正かつ円滑な実施を確保し，医療観察対象者　　　　　　　　　　　　　　
　　の社会復帰の促進　　　　　　　　　　　

　⑦　破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保
　　    を図るための業務の実施
　　　 破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別
　  大量殺人を行った団体の規制に関する調査，処分の請求及び規制
　 措置を行うことを通じて，公共の安全の確保を図る。

　 （主な取組事項）

　　　　　　　　　　　　　　

　　　 犯罪をした者及び非行のある少年の社会内における改善更生を

　　　 破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別
　　大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査，処分の請求及び
　　規制措置　　　　　　　　　　　　　　

　　　 国家刑罰権の適正かつ迅速な実現により，社会の平和を保持し，

　　　 刑事事件について捜査及び起訴・不起訴の処分を行い，裁判所
    に法の正当な適用の請求

　　　 被収容者に対し適正な矯正処遇を実施することにより，その改善
　　更生及び円滑な社会復帰を図る。
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　⑧　団体の規制処分の適正な審査・決定

　  大量殺人行為を行った団体の規制に関し適正な審査及び決定を行
　　う。

　 （主な取組事項）

　⑨　国民の財産や身分関係の保護

　 （主な取組事項）
　　    登記事務におけるシステムの安定的な稼動を確保すること等によ　　　　　　　　　　　　
　　 り，事務処理の適正・円滑化を図るとともに国民の利便性の向上　　　　　　　　　　　　　

　⑩　人権の擁護

　 （主な取組事項）

　　会の実現の寄与

　⑪　国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理

　 （主な取組事項）
　　　 国の利害に関係のある訴訟を適正・迅速に処理することにより，国　　　　　　　　　　
　　民の期待にこたえる司法制度の実現の寄与

　　う。

　　　 国民の人権の擁護を積極的に行う。

　　　 人権の擁護に関する施策を総合的に推進し，人権が尊重される社　　　　　　　　　　　　　　

　　　 国民個人の権利・利益と国の正当な利益との間における争訟に対
　 　して，統一的に対処し適正な調和を図る。

　　　 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体に対する規制
　　処分に際し，適正な審査及び決定　　　　　　　　　　　　　　

　　　 経済活動や社会活動に不可欠である財産上及び身分上の権利を
　  適切に保全するための法制度を整備するとともに，円滑な運営を行

　　　 公共の安全の確保に寄与するために行う破壊的団体及び無差別
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　⑫　出入国の公正な管理

　 （主な取組事項）

　⑬　法務行政における国際化対応・国際協力

　 （主な取組事項）

　⑭　法務行政全般の円滑かつ効率的な運営

　 （主な取組事項）
　　　 十分な行政機能を果たすために執務室等の面積が不足している　　　　　　　　
　　施設や，長期間の使用により老朽化した施設の整備　　　　　　　　　　　　　　

　　　 外国関係機関との連携等を通じて，法務行政の国際化や諸外国
　  への協力に適切に対応する。

　　　 国際化する法務行政の円滑な運営

　　　 説明責任の履行，透明性の確保，人的物的体制の整備確立等を
　   通じて，法務行政を円滑かつ効率的に運営する。

　　　 不法滞在者等を生まない社会を構築するとともに，出入国管理行
　  政を通じて国際協調と国際交流の増進を図る。

　　　 不法滞在者等を生まない社会の構築
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　政策別コスト情報とは

〈平成２４年度〉 （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

〈平成２５年度〉

６９７，６７５百万円

６７４，９３３百万円

基本法制の維持及び 

整備 司法制度改革の成果

の定着に向けた取組 

法務に関する調査研究 

検察権の適正迅速な 

行使 

矯正処遇の適正な実施 

更生保護活動の適切な

実施 

破壊的団体等の規制に

関する調査等を通じた

公共の安全の確保を図

るための業務の実施 

団体の規制処分の適

正な審査・決定 

国民の財産や身分関

係の保護 

人権の擁護 

国の利害に関係のある

争訟の統一的かつ適正

な処理 

出入国の公正な管理 

法務行政における国際

化対応・国際協力 

法務行政全般の円滑

かつ効率的な運営 
官房経費等 

  ～政策別コストの前年度比較～ 

 政策別コスト情報とは，より一層の財務情報の充実を図るため，平成２１年度より各省庁におい
て作成・講評されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形
態別に表示されている費用を，各省庁の政策評価項目ごとに配分して表示したセグメント情報と
して作成しています。 

 さらに，政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく，政策によっては各省庁が保有する資

産を活用して事務事業を行っているもののほか，政策にかかるコストとして算入された減価償却

費についても基となる資産があることから，政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表

示しています。 

  ～政策別コストの前年度比較～ 

 政策別コスト情報とは，より一層の財務情報の充実を図るため，平成２１年度より各省庁におい
て作成・講評されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形
態別に表示されている費用を，各省庁の政策評価項目ごとに配分して表示したセグメント情報と
して作成しています。 

 さらに，政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく，政策によっては各省庁が保有する資

産を活用して事務事業を行っているもののほか，政策にかかるコストとして算入された減価償却

費についても基となる資産があることから，政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表

示しています。 

基本法制の維持及び 

整備 
司法制度改革の成果

の定着に向けた取組 

法務に関する調査研究 

検察権の適正迅速な 

行使 

矯正処遇の適正な実施 

更生保護活動の適切な

実施 

破壊的団体等の規制に

関する調査等を通じた

公共の安全の確保を図

るための業務の実施 

 

団体の規制処分の適

正な審査・決定 

国民の財産や身分関

係の保護 

人権の擁護 

国の利害に関係のある

争訟の統一的かつ適

正な処理 

出入国の公正な管理 

法務行政における国際

化対応・国際協力 

法務行政全般の円滑

かつ効率的な運営 

官房経費等 

 
 
 

 
 
  ▲２２，７４２ 
   百万円 

119,154 

263,150 

96,089 

112,841 

98,089 

271,041 
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【２５年度政策別コスト情報　経費別内訳】

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

１，基本法制の維持及び整備 2,146 1,816 2 － 171 64 2 89

29,259 633 15,200 12,836 374 40 0 172

３，法務に関する調査研究 422 191 － － 160 - － 69

４，検察権の適正迅速な行使 96,089 79,016 3 － 7,547 4,890 4 4,627

５，矯正処遇の適正な実施 263,150 163,656 3 － 20,862 29,730 4 48,892

６，更生保護活動の適切な実施 23,867 12,122 4,300 － 647 95 2 6,698

13,662 11,015 - － 482 43 － 2,120

56 36 - － 6 － － 12

９，国民の財産や身分関係の保護 112,841 52,700 6,917 － 5,381 4,997 5 42,840

10,人権の擁護 6,350 2,784 1,517 － 632 171 1 1,242

7,943 5,683 3 － 971 305 4 975

12,出入国の公正な管理 53,106 29,674 709 － 1,796 2,841 9 18,073

594 218 － － 212 － － 163

12,298 4,730 5 － 5,864 179 7 1,511

15,官房経費等 53,143 46,184 15 － 3,054 2,583 20 1,285

674,933 410,467 28,678 12,836 48,166 45,944 62 128,777

＊人件費などの人にかかるコストが全体の６１%を

占めています。

13,法務行政における国際化対応・国
際協力

14,法務行政全般の円滑かつ効率的な
運営

合計

コスト計

区分

７，破壊的団体等の規制に関する調査
等を通じた公共の安全の確保を図るた
めの業務の実施

11,国の利害に関係のある争訟の統一
的かつ適正な処理

８，団体の規制処分の適正な審査・決
定

経費

２，司法制度改革の成果の定着に向け
た取組

独立行政法人
運営費交付金

貸倒引当金繰
入

委託費等人件費等 庁費等 減価償却費 その他

    ～政策別コストの経費別内訳概要～ ～政策別コストの経費別内訳概要～ 

４10，４６７百万円                 

（６１％） 

２６４，４６６百万円 

（３９％） 

経費別コスト内訳 

   人件費などの人にかかるコスト 
   人以外にかかるコスト 
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（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度 対前年度（増▲減）

1 基本法制の維持及び整備 2,243 2,146 ▲ 97
2 司法制度改革の成果の定着に向けた取組 32,808 29,259 ▲ 3,549
3 法務に関する調査研究 429 422 ▲ 7
4 検察権の適正迅速な行使 98,809 96,089 ▲ 2,720
5 矯正処遇の適正な実施 271,041 263,150 ▲ 7,891
6 更生保護活動の適切な実施 24,545 23,867 ▲ 678
7 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全

の確保を図るための業務の実施
8 団体の規制処分の適正な審査・決定 54 56 2
9 国民の財産や身分関係の保護 119,154 112,841 ▲ 6,313

10 人権の擁護 6,539 6,350 ▲ 189
11 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 8,555 7,943 ▲ 612
12 出入国の公正な管理 55,497 53,106 ▲ 2,391
13 法務行政における国際化対応・国際協力 602 594 ▲ 8
14 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 8,753 12,298 3,545
15 官房経費 54,445 53,143 ▲ 1,302

人件費等の減少

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

14,191 13,662 ▲ 529

主な増▲減要因

独立行政法人運営費交付金等の減少

人件費等の減少

区分

政策別コスト（平成２４年度→平成２５年度）

     ～政策別コストの経費別 前年度比較～    ～政策別コストの経費別 前年度比較～ 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

 25年 

 24年 

人件費等 
委託費等 
独立行政法人運営費交付金 
庁費等 
減価償却費 
貸倒引当金繰入 
その他 

79,016 

基本法制の維持及び整備 

司法制度改革の成果の定

着に向けた取組 

法務に関する調査研究 

検察権の適正迅速な行使 

矯正処遇の適正な実施 

更生保護活動の適切な実

施 

破壊的団体等の規制に関する

調査等を通じた公共の安全の確

団体の規制処分の適正な

審査・決定 

国民の財産や身分関係の

保護 

人権の擁護 

国の利害に関係のある争

訟の統一的かつ適正な処

理 

出入国の公正な管理 

法務行政における国際化

対応・国際協力 

法務行政全般の円滑かつ

効率的な運営 

官房経費 

81,539 

169,257 

163,656 

55,652 

52,700 

12,836 

4,997 

7,831 

16,146 
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21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

1 基本法制の維持及び整備 

2 司法制度改革の成果の定着に向けた取組 

3 法務に関する調査研究 

4 検察権の適正迅速な行使 

5 矯正処遇の適正な実施 

6 更生保護活動の適切な実施 

7 破壊的団体等の規制に関する調査等を通

じた公共の安全の確保を図るための業務の

実施 
8 団体の規制処分の適正な審査・決定 

9 国民の財産や身分関係の保護 

10 人権の擁護 

11 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ

適正な処理 

12 出入国の公正な管理 

13 法務行政における国際化対応・国際協力 

14 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 

15 官房経費 

1,970 
1,128 

740 

～政策別コストの推移～ 

単位：百万円（単位未満切捨て） 
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※注 政策 「２ 司法制度改革の成果の定着に向けた取組」は平成２３年度か
らの政策であるため，２１年度及び２２年度については，政策「司法制度改革の
推進」に係るコストを計上し，政策別コストの推移を表示している。 
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（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

平成２４年度 平成２５年度 対前年度（増▲減） 主な増▲減要因

1 基本法制の維持及び整備 9,909 10,017 108
2 司法制度改革の成果の定着に向けた取組 3,798 7,005 3,207 出資金等の増加

3 法務に関する調査研究 0 0 0
4 検察権の適正迅速な行使 145,477 143,731 ▲ 1,746
5 矯正処遇の適正な実施 690,384 681,835 ▲ 8,549 土地等の減少

6 更生保護活動の適切な実施 8,536 8,517 ▲ 19
7 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全

の確保を図るための業務の実施
8 団体の規制処分の適正な審査・決定 - - -
9 国民の財産や身分関係の保護 120,764 116,030 ▲ 4,734 土地等の減少

10 人権の擁護 9,110 9,179 69
11 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 20,845 21,560 715
12 出入国の公正な管理 70,176 69,948 ▲ 228
13 法務行政における国際化対応・国際協力 0 0 0
14 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 32,462 33,046 584
15 官房経費 135,948 136,692 744

区分

▲ 132,797 2,784

政策に関連する主なストック（平成２４年度→平成２５年度）

～政策別のストック情報の前年度比較～ 
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を図るための業務の実施 
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国民の財産や身分関係の
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　省庁別財務書類とは

貸借対照表（平成２５年度末） （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

前年度
(平成25年3月31日）

25年度
(平成26年3月31日)

前年度
(平成25年3月31日）

25年度
(平成26年3月31日)

〈資産の部〉 〈負債の部〉

現金・預金 609,949 575,509 未払金 34,732 26,340

たな卸資産 221 236 保管金等 609,949 575,509

未収金 5,058 5,070 賞与引当金 23,833 26,403

前払費用 35 30 退職給付引当金 620,348 560,899

その他の債権等 4,430 2,923 その他の債務等 4,562 5,896

貸倒引当金 △ 1,587 △ 1,650

有形固定資産 1,397,768 1,381,914 負 債 合 計 1,293,425 1,195,050

物品 11,137 12,261

その他固定資産 35,656 29,255 ＜資産・負債差額の部＞

無形固定資産 6,566 5,159 資産・負債差額 729,344 777,626

出資金 326 3,482

資産合計 2,022,769 1,972,676
負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計

2,022,769 1,972,676

業務費用計算書（平成２５年度）

前年度 25年度

(自　平成24年４月 １日) (自　平成25年４月 １日)

(至　平成25年３月31日) (至　平成26年３月31日)

人件費 371,124 371,534

賞与引当金繰入額 23,833 26,403

退職給付引当金繰入額 30,703 12,530

検察業務費 4,529 4,471

矯正施設収容等業務費 48,267 47,328

保護観察等業務費 6,368 6,328

登記業務費 43,391 42,219

出入国管理等業務費 18,013 18,203

破壊的団体等調査業務費 2,092 2,086

補助金等 400 256

委託費等 30,103 28,678

独立行政法人運営費交付金 16,146 12,836

庁費等 45,477 48,166

その他の経費 6,259 5,628

減価償却費 50,229 45,944

貸倒引当金繰入額 △ 951 62

支払利息 1,080 1,051

供託金利子 114 122

資産処分損益 489 1,079

本年度業務費用合計 697,675 674,933

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

 省庁別財務書類とは，法務省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などのストック
の状況，当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわかりやすく
開示する観点からの企業会計の考え方及び手法（発生主義，複式簿記）を参考として，平成１
４年度決算分より作成・公表しているものです。 

 省庁別財務書類においては，法務省の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法

人などを連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。 
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（単位未満切捨て）

（単位未満切捨て）

～省庁別財務書類（法務省の概要）～ 

 

１．貸借対照表 
（資産） 
 現金・預金  …日本銀行預金の減少             ▲351億円 
 有形固定資産 …国有財産のうち土地の減少               ▲49億円 
          その他固定資産の減少           ▲64億円 
 

（負債） 
 退職給付引当金…退職手当に係る引当金の減少    ▲249億円 
                 整理資源に係る引当金の減少    ▲345億円 
 その他の負債 …保管金等の減少                ▲344億円 
  

２．業務費用計算書 
 退職給付引当金繰入額 

     …退職手当に係る引当金繰入額の減少    ▲184億円 
 
３．資産・負債差額増減計算書 
 本年度業務費用合計と財源合計との差額          ＋278億円 
 

４．区分別収支計算書 
 業務支出 …人件費の減少                 ▲ 32億円 
                     運営費交付金の減少              ▲ 33億円 
                         庁費等の支出の増加              ＋ 29億円 
                         建物に係る支出の増加             ＋108億円 
      
 

 

１．作成目的 
 一般会計及び特別会計を合算した法務省の 

 財務状況を開示 
 
２．作成方法 
「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成。 

省庁別財務書類について 

 
１．業務の概要 
 基本法制の維持及び整備，法秩序の維持， 

 国民の権利擁護，国の利害に関係のある争 

 訟の統一的かつ適正な処理並びに出入国の 

 公正な管理 
 
２．定員数 
  52,419人（特別職を含む） 
 
３．主な財政資金の流れ 

 日本司法支援センターへの運営費交付金等 
  128億円 
 
４．歳入歳出決算の概要 
 歳入計966億円，歳出計7,011億円 

法務省の業務等の概要 

 
○公債関連情報 
 公債発行対象経費及び歳出決算額等を基礎とし

て配分される本年度末公債残高92,817億円，本

年度公債発行額5,416億円，本年度利払費991億
円 
 

参考情報 

 
（カッコ内は前年度からの増減額） 
（貸借対照表） 
・現金・預金                                        5,755億円（▲344億円） 
  日本銀行預金                                    5,730億円（▲351億円） 
  現金                                           24億円（＋  7億円） 
・その他の負債                                        5,814億円（▲331億円） 
      保管金等                                             5,755億円（▲344億円） 
     その他の債務等                                      58億円（＋ 13億円） 
 
（業務費用計算書） 
・退職給付引当金等繰入額             389億円（▲156億円） 
       賞与引当金繰入額               264億円（＋ 25億円） 
       退職給付引当金繰入額             125億円（▲181億円） 
・その他の業務費用                              1,274億円（▲  16億円） 
       業務費                    1,206億円（▲ 20億円） 
       その他の経費                                        56億円（▲  6億円） 
 

主な増減内容 

○ 法務省の省庁別財務書類においては，「一般会計省庁別財務書類」，一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書
類」，法務省の「省庁別財務書類」に日本司法支援センターの財務書類を連結した「省庁別連結財務書類」について作成してい
ます。 
  また，ここでは，「貸借対照表と」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが，省庁別財務書類においては，このほか，
資産債差額の増減を要因別に表している「資産・負債差額計算書」，財政資金の流れを決算に組み替えて区分別に明らかにし
ている「区分別収支計算書」，さらに各計算書の附属明細書も作成しています。 

 

  詳細については，別途公表している「一般会計省庁別財務書類」，「省庁別財務書類」，「省庁別連結財務書類」をご参照くだ

さい。 

主な科目の内訳 
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資産（１兆９，７２６億７６百万円）

　 （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

現金・預金 ～ 現金・日本銀行預金

たな卸資産 ～ 重油及び刑務作業品等

未収金 ～ 免許料及び手数料債権・損害賠償金債権・利息債権等

前払費用 ～ 翌年度以降の自賠責保険

その他の債権 ～ 財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への前渡不動産

貸倒引当金 ～ 未収金に対する貸倒見積額

有形固定資産 ～ 国有財産（国の庁舎など）

物品 ～ ５０万円以上の物品等

その他固定資産 ～ ＰＦＩ事業に関する建物等

無形固定資産 ～ 電話加入権等

出資金 ～ 日本司法支援センターに対する出資金

ストックの状況（貸借対照表） 

 
主な増減要因等について（対前年度末比▲５０，０９３百万円） 

 
・有形固定資産（１兆３，８１９億１４百万円：対前年度末比▲1５，８５４百万円） 
    

  他省庁への所管換により保有する土地が減少したことによる減少等 
 

・現金・預金（５，７５５億９百万円：対前年度末比▲３４，４４０百万円） 
 
  保管金の減少により日本銀行預金が減少したことによる減少等   

現金・預金 たな卸資産 未収金 前払費用 
その他の債

権等 
貸倒引当金 

有形固定資

産 
物品 

その他固定

資産 

無形固定資

産 
出資金 資産合計 

25年度末 575,509 236 5,070 30 2,923 △ 1,650 1,381,914 12,261 29,255 5,159 3,482 1,972,676

24年度末 609,949 221 5,058 35 4,430 △ 1,587 1,397,768 11,137 35,656 6,566 326 2,022,769

609,949 221 5,058 35 
4,430 

△ 1,587 

1,397,768 11,137 
35,656 6,566 

326 

2,022,769 

575,509 236 5,070 30 
2,923 

△ 1,650 

1,381,914 12,261 
29,255 5,159 

3,482 

1,972,676 
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負債（１兆１，９５０億５０百万円）

　

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

未払金 ～ ＰＦＩ事業に係る未払額等

保管金等 ～ 供託金等の受入れ残高等

賞与引当金 ～ ６月支給に係る期末・勤勉手当等

退職給付引当金 ～ 退職手当等

その他の債務等 ～ 財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への未渡不動産等

 
主な増減要因等について（対前年度末比▲９８３億７５百万円） 

 
・保管金等（５，７５５億９百万円：対前年度末比▲３４４億４０百万円） 

    
  保管金の減少により日本銀行預金が減少したことによる減少等 
 

・退職給付引当金（５，６０８億９９百万円：対前年度末比▲５９４億４９百万円） 
 
  整理資源に係る引当金が減少したことによる減少等   

未払金 保管金等 賞与引当金 退職給付引当金 その他の債務等 負債合計 

25年度末 26,340 575,509 26,403 560,899 5,896 1,195,050

24年度末 34,732 609,949 23,833 620,348 4,562 1,293,425

34,732 
609,949 

23,833 
620,348 

4,562 

1,293,425 

26,340 
575,509 
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費用（６，７４９億３３百万円）（業務費用計算書より）

　 （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

人件費等 ～ 職員の給与等

委託費等 ～ 分担金及び委託費等

交付金 ～ 日本司法支援センターに対する運営費交付金

庁費等 ～ 物件費及び施設費に該当する支出のうち，他の科目で計上されておらず，資産計上されていないもの

減価償却費 ～ 有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

資産処分損益 ～ 有形固定資産及び無形固定資産等の売却，有償譲渡等の処分に伴い生じた損益

その他 ～ 刑務所・少年院・少年鑑別所・及び婦人補導院に収容された者の衣食，医療，作業等に要した経費等

フローの状況 

 

主な増減要因等について（対前年度末比▲２２７億４２百万円） 

 

・人件費等（４，１０４億６７百万円：対前年度末比▲１５１億９３百万円） 

    

  退職手当に係る引当金繰入額の減少による減少等 

人件費等 委託費等 交付金 庁費等 減価償却費 資産処分損益 その他 合計 

25年度末 410,467 28,935 12,836 48,166 45,944 1,079 127,503 674,933

24年度末 425,660 30,504 16,146 45,477 50,229 489 129,166 697,675

425,660 30,504 
16,146 

45,477 
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489 
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410,467 28,935 
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（参考）連結財務書類について

貸借対照表（平成２５年度末） （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

前年度
(平成25年3月31日）

25年度
(平成26年3月31日)

前年度
(平成25年3月31日）

25年度
(平成26年3月31日)

〈資産の部〉 〈負債の部〉

現金・預金 621,301 585,152 未払金 40,038 31,861

たな卸資産 230 245 未払費用 8 9

未収金 5,551 5,629 リース債務 442 363

民事法律扶助補助
金

24,678 26,224 保管金等 610,326 575,834

前払費用 164 167 前受金 314 259

破産更生債権等 11,300 11,570 前受受益 2 -

その他の債権等 4,430 2,923 賞与引当金 24,199 28,414

貸倒引当金 △ 30,038 △ 31,708 退職給付引当金 622,248 561,359

有形固定資産 1,399,217 1,383,217 その他の債務等 4,789 6,096

物品等 11,733 12,740 負 債 合 計 1,302,370 1,204,197

その他固定資産 35,656 29,255

無形固定資産 7,043 5,693 ＜資産・負債差額の部＞

その他の投資等 351 153 資産・負債差額 741,860 785,072

資産合計 2,044,231 1,989,270
負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計

2,044,231 1,989,270

連結業務費用計算書（平成２５年度）

前年度 25年度

(自　平成24年４月 １日) (自　平成25年４月 １日)

(至　平成25年３月31日) (至　平成26年３月31日)

人件費 377,961 378,593

賞与引当金繰入額 24,076 26,695

退職給付引当金繰入額 30,880 12,716

検察業務費 4,529 4,471

矯正施設収容等業務費 48,267 47,328

保護観察等業務費 6,368 6,328

登記業務費 43,391 42,219

出入国管理等業務費 18,013 18,203

破壊的団体等調査業務費 2,092 2,086

日本司法支援センター業務費 20,654 20,535

補助金等 400 256

委託費等 14,698 13,478

庁費等 45,477 48,166

その他の経費 6,259 5,628

減価償却費 50,678 46,367

貸倒引当金繰入額 3,629 4,979

支払利息 1,088 1,057

供託金利子 114 122

資産処分損益 489 1,079

本年度業務費用合計 699,073 680,317

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

連結財務書類は，法務省の省庁別財務書類に日本司法支援センターの財務諸表を連結した
省庁別財務書類を参考情報として作成しています。 
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資産（１兆９，８９２億７０百万円）

　 （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

現金・預金 ～ 法務省及び日本司法支援センターの現金・預金残高

たな卸資産 ～ 法務省のたな卸資産及び日本司法支援センターの貯蔵品

未収金 ～ 法務省及び日本司法支援センターの未収金

民事法律扶助立替金 ～ 「総合法律支援法」第３０条第１項第２号の規定による立替金のうち破産更生債権等以外のもの

前払費用 ～ 法務省及び日本司法支援センターの前払費用

破産更生債権等 ～ 日本司法支援センターの破産更生債権等

その他の債権等 ～ 独立の科目で表示しているもの以外の債権等

貸倒引当金 ～ 民事法律扶助立替金等に対する貸倒見積額

有形固定資産 ～ 国有財産（国の庁舎など）及び日本司法支援センターの公共用財産等

物品 ～ 法務省が保有する物品のほか日本司法支援センターの工具器具備品

その他固定資産 ～ ＰＦＩ事業に関する建物等

無形固定資産 ～ ソフトウエア-等

その他の投資等 ～ 日本司法支援センターが差し入れている敷金・保証金

連結財務書類 ストックの状況（貸借対照表） 

 
主な増減要因等について（対前年度末比▲５４９億６１百万円） 
 

・有形固定資産（１兆３，８３２億１７百万円：対前年度末比▲１６０億円） 
    

  他省庁への所管換により法務省が保有する土地が減少したことによる減少等 
 
・現金・預金（５，８５１億５２百万円：対前年度末比▲３６１億４９百万円） 

 

現金・預金 たな卸資産 未収金 
民事法律扶

助立替金 
前払費用 

破産更生債

権等 

その他の債

権等 
貸倒引当金 

有形固定資

産 
物品等 

その他固定

資産 

無形固定資

産 

その他の投

資等 
資産合計 

25年度末 585,152 245 5,629 26,224 167 11,570 2,923 ▲ 31,708 1,383,217 12,740 29,255 5,693 153 1,989,270

24年度末 621,301 230 5,551 24,678 164 11,300 4,430 ▲ 30,038 1,399,217 11,733 35,656 7,043 351 2,044,231

621,301 230 5,551 24,678 164 11,300 
4,430 
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1,399,217 11,733 
35,656 7,043 

351 
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負債（１兆２，０４１億９７百万円）

　

未払金 ～ 法務省及び日本司法支援センターの未払金

未払費用 ～ 日本司法支援センターの未払費用

リース債務 ～ 日本司法支援センターのリース債務

保管金等 ～ 法務省及び日本司法支援センターが保管している保管金等

前受金 ～ 日本司法支援センターの前受金

前受受益 ～ 日本司法支援センターの前受受益

賞与引当金 ～ 会計年度末以降の賞与支給見込額に基づき，会計年度末までの期間に対応する金額

退職給付引当金 ～ 退職手当等に係る引当金

その他の債務等 ～ 独立の科目で表示している債務以外の債務等

　　　　　　　　　（単位未満切捨て）

　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
主な増減要因等について（対前年度末比▲９８１億７３百万円） 

 
・保管金等（５，７５８億３４百万円：対前年度末比▲３４４億９２百万円） 

    
  法務省が保有する保管金の減少により日本銀行預金が減少したことによる減少等 
 

・退職給付引当金（５，６１３億５９百万円：対前年度末比▲６０８億８９百万円） 
 

未払金 未払費用 リース債務 保管金等 前受金 前受受益 賞与引当金 退職給付引当金 その他の債務等 負債合計 

25年度末 31,861 9 363 575,834 259 0 28,414 561,359 6,096 1,204,197

24年度末 40,038 8 442 610,326 314 2 24,199 622,248 4,789 1,302,370
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費用（６，８０３億１７百万円）（業務費用計算書より）

　

人件費等 ～ 法務省及び日本司法支援センターにおける人件費等

委託費等 ～ 法務省の補助金及び委託費等

司法支援セン
ター業務費

～ 日本司法支援センターにおける総合法律支援に関する事業に要した費用

庁費等 ～ 物件費及び施設費に該当する支出のうち，他の科目で計上されておらず，資産計上されていないもの

減価償却費 ～ 有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

資産処分損益 ～ 有形固定資産及び無形固定資産等の売却，有償譲渡等の処分に伴い生じた損益

その他 ～ 刑務所・少年院・少年鑑別所・及び婦人補導院に収容された者の衣食，医療，作業等に要した経費等

　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　　（単位未満切捨て）

連結財務書類 フローの状況 

 
主な増減要因等について（対前年度末比▲１８７億５６百万円） 

 
・人件費等（４，１８０億５百万円：対前年度末比▲１４９億１３百万円） 
    

   退職手当に係る引当金繰入額の減少による減少等 

人件費等 委託費等 
司法支援センター

業務費 
庁費等 減価償却費 資産処分損益 その他 合計 

25年度末 418,005 13,735 20,535 48,166 46,367 1,079 132,426 680,317

24年度末 432,918 15,099 20,654 45,477 50,678 489 133,755 699,073
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※平成２５年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

日本司法支援センター 　

 

連結対象法人の範囲と会計処理について 
    
  連結財務書類は，法務省の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象としています。 
  なお，この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは，『各省庁が監督権限を有し，各省庁から
財政支出を受けている法人』とし，監督権限の有無及び財政支出の有無によって業務関連性を判断することとしてい
ます。 
   また，連結に際しては，本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考えられますが，事務負担など
の観点から困難であるため，基本的には，独立行政法人などの既存の財務諸表を利用し，独立行政法人などに固有
の会計処理について，連結に際して必要な修正を行った上で連結することとしています。 
  
○連結の際の具体的な会計処理例 
  法務省の一般会計及び東日本大震災復興特別会計は日本司法支援センターへ運営費を交付しているため，法務
省が財務書類に計上している運営費交付金と，日本司法支援センターが財務書類に計上している運営費交付金収
益とを相殺消去している。 
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